
よろず支援拠点事業の概要と今後の展開

＜事業概要＞

１．中小企業・小規模事業者に対し、一歩踏み込んだ専門的な助言を行うため、平成２６年６

月から、ワンストップ相談窓口を各都道府県の中小企業支援センター等に設置。

（平成２７年度予算は46億円の内数、２８年度概算要求額は65億円の内数）。

［具体的事業］

①売上拡大のための解決策を提案

（新商品のアイデア、パッケージなどの新デザイン、インターネット販売立ち上げなど）

②経営改善策を提案し、行動に移すための専門家チームを編成して派遣

（企業OB、弁護士など）

③どこに相談すべきかわからない事業者が電話や訪問で気軽に相談できる窓口

２．中小企業庁と各都道府県で選んだ５～１０名の専門家を配置。専門分野は経営コンサル

ティングに加え、ITやデザイン、知的財産など。

３．設置から平成２７年１０月時点で約２２万件の相談があり、各都道府県とも増加傾向。

「日本再興戦略2015」（抜粋）
中小企業・小規模事業者の幅広い相談にワンストップで対応する相談窓口である「よろず支援拠点」が、地域の経営

相談支援体制の中心的役割を果たし、多数の事業者への支援を一層行き渡らせるために、支援人材の増強やアクセ
シビリティの向上等の取組を進めるなど、支援体制の大幅な拡充・強化を図るとともに、評価項目を充実させ、支援水
準を引き上げる。
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＜現状の課題＞

１．今後、相談件数のより一層の増加が見込まれる中、拠点に配置されている現在の専門家

数で対応していくことは困難。

２．遠方の中小企業・小規模事業者からの相談に対してもきめ細かな対応を図っていくために

は、拠点の支部や出張相談会を増加することが必要。

３．相談内容の高度化・多様化にともない、専門家の更なる育成・レベルアップが必須。

４．地域によって実情が異なるため、それらを踏まえた評価の実施が必要。

＜今後の対応＞

１．相談件数の増加や遠方の中小企業・小規模事業者からの相談に対応できるよう、各拠点

に配置する専門家の増員、支援が行き届いていない地域における拠点の支部の設置や、出

張相談会の開催に必要な予算増額を要求。

２．各拠点における専門家を対象に、中小企業大学校における、マーケティング理論や新商品

開発の手法等に関する研修に加え、売上拡大等の支援に重点的に取り組む他の支援機関

におけるＯＪＴ研修を数ヶ月程度実施。

３．相談対応件数等の定量的な評価に加え、地域の実情等を踏まえた柔軟な評価を実施する

ため、地域性を勘案した取組等についても評価。
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